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過疎地域の地域福祉計画はいかにあるべきか
高橋　信行＊
	 The	present	paper	discusses	what	community	welfare	plans	for	depopulated	areas	should	be	
developed	by	local	governments.
	 Although	the	 law	requires	 local	governments	to	develop	a	variety	of	welfare	plans,	 think	
tanks	and	other	organizations	are	commissioned	to	design	such	plans	and	community	residents	
are	not	involved	in	their	development	in	most	cases.
	 This	preliminary	study	examined	the	plans	designed	by	three	municipalities	in	Tokunoshima	
and	the	preparations	for	the	development	of	community	welfare	plans	in	Minami-Osumi-cho,	and	
proposed	several	 ideas	 to	help	municipalities	 showing	depopulation	develop	meaningful	plans	
without	difficulty.	Effective	planning	was	conducted	by	combining	the	action	research	method,	in	
which	the	results	of	questionnaire	surveys	involving	community	residents	are	conveyed	to	them,	
with	a	method	based	on	workshops	for	community	residents.
１．地域福祉計画の特徴
地域福祉計画は，行政計画の中では特異な計画と言える。多くの福祉計画は根拠法をもち，義務計画で
あるのに対して，地域福祉計画は根拠法をもちながら（社会福祉法），条文には策定義務がうたわれてい
ない。つまり自治体は，策定してもしなくても特に法律違反にはならない。また市町村にのみその策定が
うたわれ，都道府県に対しては，地域福祉支援計画が求められる。この在り方は，介護保険事業計画と介
護保険事業支援計画の関係に似ている。地方分権の流れの中で，福祉計画の運営主体として，地方自治体
の役割が大きくなっているとも言える。
地域福祉計画は，社会福祉法上では以下のように規定されている。
（市町村地域福祉計画）
第百七条	　市町村は，地方自治法第二条第四項の基本構想に即し，地域福祉の推進に関する事項として
次に掲げる事項を一体的に定める計画（以下「市町村地域福祉計画」という。）を策定し，又は変更しよ
うとするときは，あらかじめ，住民，社会福祉を目的とする事業を経営する者その他社会福祉に関する活
動を行う者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるとともに，その内容を公表するものとする。
一　地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項
　 　
キーワード：地域福祉計画，障害福祉計画，ワークショップ，アクションリサーチ
　 　
＊本研究所所長・本学福祉社会学部教授
論 文
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二　地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項
三　地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項
地方自治法の基本構想に即すことは他の福祉計画でもうたわれており，自治体においてベースとなる計
画が基本構想であることがわかる。また住民，福祉事業者，活動者の意見を反映させること，そして内容
を外部に公表することが示され，内容には，「福祉サービスの適切な利用推進」と「社会福祉事業の健全
な発達」そして「住民参加」に関する事項を入れることが明記されている。
２．地域福祉計画の策定状況
地域福祉計画は，策定義務の計画ではない故に，すべての自治体が策定しているわけではない。厚生労
働省調査によれば，平成27年３月31日時点での策定率は，策定済み68.4％，策定予定8.2％，策定未定
23.4％となっている。ちなみに，都道府県の地域福祉支援計画は，策定済み87.2％，策定予定2.1％，策定
未定10.6％である。
鹿児島県においては，43自治体中，策定済みは34.9％（15），策定予定9.3％（4），策定未定55.8％（24）
となっており，策定率は全国の都道府県では下から２番目である。また鹿児島県は支援計画も策定未定で
ある。計画策定に関しては，あまり熱心な県とは言えない（厚生労働省ホームページａ）。
未策定自治体に，策定未定の理由を聞いた調査では，「計画策定に係る人材や財源の確保が困難だから」
63.0％，「他の業務を優先しているから」36.0％，「他の行政計画で対応予定だから」30.9％，「策定が義務
づけられていないから」14.0％，「その他」6.1％となっている（厚生労働省ホームページｂ）。このなかで
は特に市部に比べると町村部の策定率が低い点が強調されている。
３．福祉計画の現状
自治体の計画化は地方自治法の中で「基本構想」の策定が求められたことにさかのぼることができる。
また市町村合併（昭和の大合併）の推進によって自治体の数が減少する中で，市町村の規模が計画的な行
政展開に適正な規模になったことも関係する。
社会福祉に関する行政計画は，平成５年度策定の老人保健福祉計画が最初であるが，現在自治体が抱え
る福祉計画策定での難しい問題がいくつかある。
（１）個別福祉計画の策定の増加
現在は，それぞれの個別分野において，場合によっては複数の福祉計画が策定されることになった。例
えば，障害者計画と障害福祉計画，介護保険事業計画と老人福祉計画，子ども・子育て支援計画など。ほ
ぼ福祉各分野で福祉計画の策定が求められている。
（２）策定実施期間の短縮化
これまで福祉計画は５年１期で作成するものが多かったが，現在は３年を１期とするものが多く，その
分自治体行政側の負担も大きくなっている。
（３）法的義務化・強化
以前は任意の計画（児童育成計画）や努力義務（障害者計画）の計画もあったが，現在はほとんどの計
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画が法律的に義務規定になっており，行政は作成保留が許されなくなった。
（４）さまざまな考慮事項
通達等によって計画の内容について厚労省から考慮事項が出される。例えば，地域福祉計画は策定が明
記された後に，厚生労働省から県宛てに３つの通知が出されており，近いもの，平成26年３月の通知では
「生活困窮者自立支援方策」を盛り込むよう求めている。
４．福祉計画の課題と方策
（１）シンクタンク依存，住民不在，自治体自立性欠如の福祉計画
以前から各種計画策定については，シンクタンクやコンサル等の企業団体の関与が指摘されてきた。最
初の老人保健福祉計画が策定されたときも，多くの市町村がシンクタンクへ業務を委託し，金太郎飴のよ
うな福祉計画を策定してしまった。「言葉は美しいがどこか空々しい文句がならび	，画一的な印象も受け
る」（南日本新聞1994）と論評する新聞もあった。確かにどこか他人事でよそよそしい。どこか絵空事で
自分たちが作ったという実感がない。そうした傾向は，多くの老人保健福祉計画に見られた。当時，鹿児
島県で調査と計画を市町村独自に行ったのは，２割程度であるという調査結果もある1。
そして，上記の現状も影響してか，シンクタンクへの依存度は，以前にも増して強くなっているように
思う。計画策定に先立つ基礎調査の提案，実施，集計分析にはじまり，策定委員会のコーディネート，計
画書の策定など全面的にシンクタンクを利用している自治体も多い。
一番の問題は，過度にシンクタンク等へ依存することによって自治体行政の責任をもった計画になって
いないものが多い点である。計画書を作ること自体が目的化しており，行政が主体的に作っているという
意識が薄い。ある自治体の職員は自嘲気味に「我々がやるのはシンクタンクの作った原稿の誤字脱字の修
正をしているだけ」などと語っていた。
シンクタンクの関与について，筆者が鹿児島県内の自治体に対して2015年に行った調査2では，回答等
によって確認できた20自治体のうち，老人保健福祉計画と介護保険事業計画に関して「全部外部委託」し
ている自治体が40％，「一部委託」が50％，「独自作成」が10％となっており，障害福祉計画の場合には，「全
部外部委託」35％，「一部委託」50％，「独自作成」15％となっている。障害者計画に関しては，「全部外
部委託」30％，「一部委託」55％，独自作成15％である。
一部委託となっているものも，筆者が策定委員として関わった経験でいえば，策定委員会は独自に持っ
ているものの，下案はほぼシンクタンク等に作らせて，それを委員会が承認するという形態が多かった。
ただ地域福祉計画に関しては，「全部外部委託」は15％，「一部委託」20％，「独自作成」10％，「作成せ
ず」55％となっている。さきほども述べたが，地域福祉計画だけは策定が任意のために，半数以上が策定
していないと答えている。地域福祉計画の独自策定に焦点を当てると，10％と高齢者保健福祉計画や介護
保険事業計画レベルであるが，策定しているところだけを対象にして集計すると，独自策定の割合は
22.2％となり，他の計画に比べると比率が高くなる。
1	 	 鹿児島県内66市町村に対して行ったアンケートでは，調査集計分析，計画書づくりなど，すべて独自に作り上げたと答えた市
町村は，13市町村で，19.7％にすぎなかった。（1998年調査）「鹿児島県の市町村行政と社会福祉協議会に対する福祉調査報告書」
鹿児島経済大学付属地域総合研究所　1999：10
2	 	 2015年２月郵送法にて県内自治体に対して実施。
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表１　各福祉計画の委託状況
全部外部委託 一部委託 独自作成 作成せず 合計
高齢者保健福祉計画 度数
%
8
40.0%
10
50.0%
2
10.0%
0
.0%
20
100.0%
介護保険計画 度数
%
8
40.0%
10
50.0%
2
10.0%
0
.0%
20
100.0%
障害者計画 度数
%
6
30.0%
11
55.0%
3
15.0%
0
.0%
20
100.0%
障害福祉計画 度数
%　
7
35.0%
10
50.0%
3
15.0%
0
.0%
20
100.0%
地域福祉計画 度数
%
3
15.0%
4
20.0%
2
10.0%
11
55.0%
20
100.0%
表２　地域福祉計画の委託状況
度数 パーセント 有効パーセント 累積パーセント
有効 全部外部委託 3 33.3 33.3 33.3
一部委託 4 44.4 44.4 77.8
独自作成 2 22.2 22.2 100.0
合計 9 100.0 100.0
（２）モデル計画をまねることは難しいのか
厚生労働省は，福祉計画策定に先立ってモデル自治体を指定し，その成果をホームページ上に公開した
りして，他の自治体が福祉計画をつくる上での参考にできるようにしている。これらモデル自治体の計画
は，以前から注目すべき実践を行っている自治体が多く，かなりレベルが高い印象をもつ。これらのモデ
ル自治体の計画をまねることは実際に容易でないように思われる。
しかもこうしたモデル事業では，しばしば「ホーソン効果」のような現象が認められるのではないか。
つまり，モデル指定を受けたことが策定関係者のモチベーションを高め，がんばって計画をつくろうとす
るが，結果としてそれは，他の自治体が容易に達成できないようなレベルになってしまうということであ
る。「なぜ，他の自治体はまねが出来ないのか」と語った学者がいたが，まねすることは容易ではないと
いうのが実態ではないか。結果として多くの自治体が，シンクタンクやコンサルに計画を丸投げするよう
なことがおこるのではないか。計画書をつくることが目的化し，自治体も策定員会も住民も主体的な参加
からはほど遠いものができあがる。少なくとも筆者が鹿児島県内で確認した多くの自治体でそうしたこと
が起こっていた。さきにあげた「我々がやるのはシンクタンクの作った原稿の誤字脱字の修正をしている
だけ」という感想は，決して特殊なことではなかったと思う。
　（３）どのような計画をつくるべきか―地域福祉計画の場合
平成22年12月28日　厚生労働省はホームページ上で，「地域福祉計画優良事例」として，３つの自治体
の計画を紹介している。その選定理由について，つぎの２点を挙げている。
（1）市町村地域福祉計画の策定状況は，町村部及び人口5万人未満の市において未策定自治体が多いこ
とから，人口規模の小さい自治体を中心に選定。
（2）平成22年8月13日調査において，計画内容が平成14年社会保障審議会福祉部会「市町村地域福祉計
画及び都道府県地域福祉支援計画策定指針の在り方について」の内容や，「要援護者の支援方策につ
いて」を計画内容に盛り込んでいると回答し，策定済地域福祉計画の内容を一定程度実施していると
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自己評価している自治体を選定。
また，それぞれの計画紹介において，「計画に盛り込まれている項目」として，以下の項目をあげ，該
当するものに〇をつけている
①福祉サービス目標の提示
②福祉サービス確保の緊急性や目標量の設定
③地域住民に対する相談支援体制の整備
④要支援者が必要なサービスを利用できるための仕組みの確立
⑤サービス評価やサービス内容の開示等による利用者の適切なサービス選択の確保
⑥サービス利用に結びついていない要支援者への対応
⑦利用者の権利擁護に関する仕組み等の整備
⑧民間の新規事業の開発やコーディネート機能への支援
⑨福祉，保健，医療と生活に関連する他分野との連携方策
⑩地域住民，ボランティア団体，NPO法人等の社会福祉活動への支援
⑪住民等による問題関心の共有化への動機付けと意識の向上，地域福祉推進への主体的参加の促進
⑫地域福祉を推進する人材の養成
⑬要援護者の把握について
⑭要援護者情報の共有化について
⑮日常的な見守り・助け合い活動について
⑯緊急対応に備えた役割分担と連携体制づくりについて
そして①総合相談，②権利擁護，③災害時要援護者名簿の作成，④民間事業者との連携，⑤民生委員と
の連携，⑥計画の進行管理の点から，それぞれの計画を説明している。
厚生労働省としては，これらの項目に対して一定の記述が必要であることが，優良計画の条件として示
しているとも言える。それらの中には，必ずしも社会福祉法上で規定されているものに限らず，今日的な
問題として必要と判断されるものや，現行の国の施策と連動させる形で展開を求めているものなども含ま
れる。
これらの項目はいずれも，地域福祉をすすめていく上では留意しなければならない問題を含んでいる
が，それぞれの自治体，それぞれの校区にとって，その重要度は異なる。すべてを考慮してつくろうとす
ると，ますますハードルはあがる。
自分の住んでいる自治体にとって，校区にとって，集落にとって，何が重要であるかを見極めなくては
ならない。そしてその方法論として，シンクタンク依存型の地域福祉計画から，自治体と住民が主体的に
つくりあげる地域福祉計画とするためには，何が必要かを考えるべきである。多くの自治体が，計画がで
きない理由としてあげる「計画策定に係る人材や財源の確保が困難」という問題をいかにクリアできるだ
ろうか。
大事なことは，自治体の規模や能力に応じて，財政的にも担当者の負担から見て，無理のない計画をつ
くることである。特に鹿児島県においては，それを強調したい。
５．徳之島３町の障害福祉計画
その解決のヒントになりそうな事例として，徳之島３町が合同で作り上げた障害福祉計画の作成過程を
考えてみる。
― 6 ―
地域総合研究　第43巻　第 2号（2016年）
（１）障害福祉計画とは
障害福祉計画は，３年に１度策定が義務づけられた福祉計画である。障害者総合支援法の第88条には，
「市町村は，基本指針に即して，障害福祉サービスの提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑
な実施に関する計画（以下「市町村障害福祉計画」という）を定めるものとする」とある。
これまで徳之島３町において計画策定は，全面的にシンクタンクに依存する形式がとられていたが，こ
うしたやり方について疑問の声もあがっていた。特に，障害者の支援や施策において中心的役割をもつ，
自立支援協議会から自分達の声が反映されていないなど，計画の基本に関わる意見が出ていた。
そこで，平成26年度策定の計画に関しては，根本からの見直しが図られた。まず，障害者や自立支援協
議会そして行政ができるだけ主体的に関わることを念頭にし，徳之島３町が力を合わせること，徳之島の
特徴でもあるが，３町が別々の計画を作っても実は利用する事業所は共通だったりするのである。　
ただ，基礎調査や計画書策定について，何らかの専門家のアドバイスを必要としていた。この点は，鹿
児島国際大学附置地域総合研究所（以下「地総研」と略す。）が担うことになる。
こうして徳之島３町は，障害者と自立支援協議会と行政とが主体的に，そして３町合同で，計画を作り
上げること，しかもあまり無理をしない計画づくりを志向し始めた。
（２）徳之島３町の第四期障害福祉計画の策定
９月に第１回の策定委員会が行われ，最終的に３回の委員会が開かれている。おそらくモデル自治体あ
たりの計画に比べると開始は遅く，また回数も少ない。途中に合同ワークショップが行われ，調査の中間
報告と報告に基づいた課題整理のためのワークショップが開かれ，その中の成果を使って，対応策が自立
支援協議会を中心に練られた。１月にこうした案を検討し，２月に最終案を検討したのである。
計画書は，３回の委員会と１回のワークショップ，そしてその後数回の自立支援協議会を中心とした作
業班による会議を経て，作られたものである。この中に適宜，地総研がアドバイザー役で加わっている。
形だけからみるとこれまでの計画策定のプロセスとあまりちがいがないように見える。
１）策定委員会（全体討議と個別討議）
徳之島３町の策定委員会は，それぞれ別々に作られたが，同一会場において３グループに分けられ，進
行や障害者計画の概略の説明については，統一して行われた。
第2回策定委員会の様子
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２）実態の把握
	計画づくりの開始は，実態把握やニーズ把握である。一般的には，こうした把握方法としてアンケー
ト調査や座談会が行われてきた。しかしアンケート調査は，必ずしも十分に分析されず，かつアンケート
調査結果が十分に住民に開示されることがない。いわばアリバイ作りとしての実態調査も多い。どこの自
治体も福祉計画を作るときには，大規模なアンケート調査を実施しているが，質問項目の策定から集計分
析までをシンクタンクに委託しており，通り一遍の質問項目で地域の実情を反映した調査が実施できてい
ないのが実態ではないか。障害福祉計画の場合，国からの細かいマニュアルが提示されており，質問項目
に関する自由度は必ずしも高くないが，これに自治体独自の質問項目が加えられ，実施される。
これまでは，調査案づくりからデータ入力，集計分析までシンクタンクに任せていたが，今回は，調査
員として民生委員等に協力してもらい，データ入力は障害者就労支援の一環として福祉作業所へ依頼し
た。そしてアンケート調査の集計と分析は，地総研が行い，10月に中間報告とワークショップのコーディ
ネートを行った。啓発の意味で鹿児島国際大学岡田洋一准教授による基調講演も行われた。
ワークショップに先立つ講演会
（ワークショップ）　計画策定に向けて，調査中間報告と講演会，ワークショップを住民を交えて実施。そ
こから障がい者の現状や課題を絞り出す。
ワークショップの様子
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図１　障がいのある人もない人も暮らしやすい街づくり（ワークショップでの議論内容）
11月には，これらのワークショップでの意見をもとに，自立支援協議会が中心となって，課題抽出から
求められる事業や活動を創作し，これらを計画書の骨組みに組み込んだ。
はじめの写真の策定委員会は２回目のものであるが，自立支援協議会会長の弁によると，前回の策定委
員会ではシンクタンクの説明が中心で30分で終わっていた策定委員会が，今回は２時間近くも議論を行っ
ており，策定委員会の活性化を感じたという。
行政担当者の意見として新聞記事（南海日日新聞2015）では，以下のような声が聞かれた。「行政の担
当者は数年で異動となるため，多くの関係者の皆様に計画策定の過程で関わっていただくことを念頭に取
り組んできた。関係者の皆様には『自分たちの計画』として，たいへん活発なご意見・議論をいただき，
盛り上がりを実感した。策定を通して新しい動きが起きており，行政としても福祉関連施策の推進に取り
組んでいく」「今回の計画を通して，町単独では出来なかった事が出来た１年だったと感じています。様々
な立場の方の意見を聞く機会を設ける事で行政の視点では見えない，出てこないであろう意見も出てきた
と思います。今後本計画を基に徳之島の福祉がより良い方向へ進めるように尽力していきます」。
また自立支援協議会の会長である吉留康洋氏は「計画策定時に行ったワークショップや策定委員会を通
してこれまで，把握できていなかったアンケートのフリーアンサーについてじっくり話し合う機会を作っ
ていただいたことは非常にありがたく関係者の理解を深めることができた。また，今後の協議会のあり方
も計画策定の中で議論することができ計画を実行するための課題解決にむけて話あいを続けていきたいと
思う」と感想を述べている。
徳之島３町の障害福祉計画策定の特徴を述べると，
①天城町，伊仙町，徳之島町の３町が歩調を合わせて，合同で作り上げた点。
②シンクタンクへの全面委託をやめて，地元大学の部分的協力を仰いだ点。
③アンケートのデータ入力を地元の障害者作業所が行った点，作業所は他にも計画書の印刷製本も行っ
た。
④策定委員会の回数そのものは，前回と同様３回であり，あまり無理のない会合が設定されている点。
⑤予算的には大学への委託費（集計分析とワークショップや計画策定に関わる助言）は３町で出し合い，
その他は地元の作業所と自立支援協議会メンバーと役場職員で行ったために，大幅な予算削減になっ
ているし，予算の地元還元にもなっている。
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（３）地元大学が果たした役割
現在，大学は地域の知の拠点（COC）としての役割がこれまで以上に求められるようになってきている。
その意味で，地総研が福祉計画策定に関わった点は，COCの観点からも意義深いが，単にシンクタンク
の代わりに研究所が関わったというだけでは十分ではない。大事なことは当初述べたようにシンクタンク
に全面的に委託することによって起こる弊害を，研究所が関わることで除去できたかという点である。こ
のプログラムに関わったのは筆者自身であるが，少なくとも筆者自身が念頭においたのは以下の点であ
る。
前にも言ったように，現在自治体は数多くの福祉計画策定のノルマを負っている。その意味でこの計画
だけにあまりに多くのエネルギーを傾けることはできない。普通の自治体が無理なく，しかも効果的な計
画をつくる必要がある。それはまた３年後にも作らねばならないのである。担当はすでに変わっているか
も知れない。
計画では支援団体や当事者，そして住民の意見を反映させねばならない。そのためには，単に話は聞き
ましたというだけのアリバイづくりの調査ではまずい。調査結果を関係者の前に示して，それがヒントに
なり，課題や対応策が議論されるものでなければならない。今回の計画では公式の策定委員会は３回であ
る。そして調査結果の中間報告とそれをもとにしたワークショップを１回，その後自立支援協議会と行政
を中心とした作業班の検討会が数回程度でつくりあげた計画である。
またデータの入力や報告書の作成に地元の障害者団体の力を借りることができ，これらの作業が障害者
の就業支援の一つとして実施できたことも意義が大きかったと思う。
地総研としては調査項目を行政と自立支援協議会と一緒に考え，データ入力のために基本的なファイル
を作成し，データ入力されたファイルを使って実際に集計分析を行い，中間報告を行った。それをもとに
ワークショップによって課題の抽出，その後，課題解決のためのワークシート作成を提案，計画書の考え
方や対策を自立支援協議会と策定委員会が考えていったのである。
担当者と自立支援協議会会長の声からも，主体的に作った満足感が感じられる。実際に，他の福祉計画
に関わった職員から「このやり方なら，うちで作った別の計画もシンクタンクなしに作れるかもしれない」
との声があがっていた。かりにシンクタンクに委託するとしても，ある程度策定委員会が主体的に関われ
る計画になるのではないかと思う。
６．南大隅町地域福祉計画の準備研究
（１）参加型事業の創造に結びつけるプログラム
南大隅町においては，2013年度より地総研への委託を通して地域福祉についての研究を進めたが，特に
2014年と2015年の滑川校区を対象に行ったプログラムは，特に地域福祉計画策定のためのパイロット研究
としての意味を持っていた。２つ目の事例はこのプログラムの過程についてである。この研究のねらいは，
住民アンケート調査の結果をいわゆるアクションリサーチ3に近い形で位置づけ，この調査結果を住民に
知らせることをきっかけとして，地域課題に対する住民参加型の事業を創造することにあった。
3	 	 アクション・リサーチは，「人々が日常生活で直面する問題の効果的な解決策を見つけることができるような調査への体系的な
アプローチである。すべての脈絡に適用できる普遍的な説明を求める実験的・科学的研究とはちがって，アクション・リサーチは，
特定の状況とその場に応じた解決に焦点を合わせる」。ストリンガー2012：1（Stringer2007）
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（２）福祉計画づくりに役立てる調査
①基礎調査から中間報告，そしてワークショップ
地総研は，南大隅町の委託研究および地総研のプロジェクト研究として，2014年６月，南大隅町滑川小
学校区の住民を対象に，地域福祉推進に関する高齢者インタビューと留め置き法による住民（20歳以上）
アンケート調査を行った。滑川校区の調査対象（20歳以上の住民）は，889人であるが，回答の有効票は，
624人，回収率は70.2％であった。
その後，2014年10月に学生２名とともに調査結果の中間報告と課題と新しい住民参加型の事業を考える
ワークショップを行い，全体で４つの事業企画，「サロン宅配便」，「後期高齢者シェアハウス」，「Ｉターン，
Ｕターン移住者大作戦」，「横ビューお助け隊（有償ボランティアの周知と活用）」ができあがった。
図2　提案事業内容と様子１
これらは，すべて地域福祉計画策定のためのパイロット研究ということができる。
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図３　提案事業内容と様子２
②報告書の作成から報告書についての住民アンケート，そして振り返りアンケート
2015年３月末に「南大隅町滑川校区地域福祉推進調査結果報告書」として，報告書を完成させた。内容
は，調査を通しての滑川校区の特徴と課題を述べたものに，自治会別の調査結果を加えたものである。
この報告書は滑川校区全世帯に配布し，その中に報告書の感想や評価等についてのふりかえりアンケー
トを同封した。そして５月にこのアンケートを回収した。
報告書のふりかえりアンケートでは，「報告書について，地域のほかの住民の方とお話になりましたか」
という問いに対して32.4％（83名）の方は「話した」と答えている。「報告書は，地域や集落を見直すきっ
かけになったでしょうか」では69.4％（170名）が「なった」と答えている。また「報告書を読んでこれ
からの集落について考えるようになりましたか」の問いでは74.6%（182名）は「なった」と答えている。
アンケート調査は一定の評価をしていただいたが，中には「分析が足りない」や「未完成でお金の無駄」
など厳しい意見も含まれていた。
③再び振り返り調査の内容報告とワークショップ
2015年11月には，ふたたび，これまでの調査結果の総括的な報告とワークショップを実施し，25名程度
の住民に参加していただき，最終的に６つの事業企画（「集合住宅移住計画」「集まろう会」「声かけ隊」「高
齢者用サロン」「なんでも屋」「横ビュー環境整備隊」）をつくりあげた。
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課題と対応策を書いているところ 事業企画案の報告
調査結果の総括的な報告で配布した資料は以下の内容のものである。ワークショップに際の資料とし
て，自由記述がわかりやすいと判断し，振り返りアンケートでの住民の声を文字として最後にまとめて示
した4。
④ワークショップからのアイデアと住民の交流
今回のプログラムは，次年度策定予定の，南大隅町地域福祉計画の策定にとってもヒントになるものと
なった。地域福祉の中の「地域組織化」の側面，住民が主体となって地域の在り方や課題を考え，具体的
な活動や事業案を試験的に検討するプログラムは，地域福祉の住民参加にとって必要不可欠な過程と言え
る。
今後，ファシリテーター役の住民は，滑川校区では前回出た４つのアイデアと今回の６つのアイデア，
あわせて10のアイデアを具体的に住民に提示して，これらのどれを実際に実行していくかなどの選択をし
ていきたいと述べていた。
今回のワークショップは，前回とはメンバーもだいぶ異なっており，以前筆者が視察でインタビューを
行った福祉施設の管理者が参加していたり，また周りの住民が，あまり関わりのなかった高齢者の方が参
加していたりと，いつもの顔ぶれというのではない多様な人たちの参加を得ることが出来た。
こうしたワークショップを繰り返すと，メンバーが固定化してしまうなどの弊害もあるが，繰り返し行
うことで，逆に多様なメンバーを取り込めた。25名の参加が多いか，少ないかは意見のわかれるところか
もしれないが，こちらの想定していたプログラムの規模等からは，想定通りというところであった。高齢
者を多く含む住民が，こうしたプログラムに真摯に向き合う姿は，この地域住民の人柄の良さと力量を感
じるところでもあった。
また調査報告をベースにして，課題を抽出し，事業企画をつくる方式は，住民参加型の地域福祉計画策
定の方法としては，必須の形式であると思う。
4	 	 アンケート調査の報告を住民向けに行う場合の留意点は，あまり複雑な調査結果を示さないこと，せいぜい性別や年齢，それ
に地域別のクロス集計程度におさめることがよいようである。Ray	Lees は，コミュニティワーカーにとっても，複雑なデータや
高度な解釈は彼が優先順位やアクションを決めるのに必ずしも役立つものにはならないであろうと述べている。ただ住民にとっ
て地区別の集計結果は，自分住んでいる身近な実態が理解できることもあり，ニーズは高い。また地域の実態を直観的に理解す
るには，数値よりも自由回答記述が効果があるように感じられる。（Lees:	1975）
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７．過疎地域の地域福祉計画はいかにあるべきか―福祉計画の地産地消
（１）複雑化した福祉計画をシンプルにして自治体と住民の手に取り戻す―福祉計画の地産地消
本研究は，過疎地域の地域福祉計画はいかにあるべきかというリサーチ・クエスチョンから研究がはじ
まった。この問題の背景には，自治体にとって福祉計画の策定が以前にも増して複雑化していることがあ
げられる。平成５年老人保健福祉計画の策定から始まった福祉計画の策定は義務化とともに５年から３年
１期となり，また福祉計画の種類も増えた。そんななか，ノウハウのない自治体は以前からシンクタンク
等の団体に業務委託を行ってきたが，今日その度合いはますます大きくなっているように見える。なによ
り計画に当事者や住民，関係団体の声が反映されていない点は大きな問題であった。自治体の担当者すら，
責任をもった計画になっていなかった。徳之島３町と南大隅町の事例は，大学の研究所が関わりながら行
政と当事者や関係団体，そして住民参加の福祉計画づくりがどのように展開できるかの検証例とも言えよ
う。
福祉計画には，あらかじめ国からの方針が示され，自由度は少なくなってきているが，地方自治体が自
己の責任の中で，自治体らしい計画策定に専念すべきである。一言で言えば，「福祉計画の地産地消」を
心がける必要がある。基礎調査の結果を住民に提示し，そこから課題と解決策を見出す方式が推奨される。
地域の力をフル活動して，「地産地消」で福祉計画を策定するのである。
（２）地域福祉か地域振興か
地域福祉計画策定する際に，徳之島天城町のある住民から以下のような声があった。（2015年度計画策
定中）
「地域福祉を考える前に本町の集落が将来的に存続できるか否か（限界集落の拡大）の課題を論じ
るべきだと考えています。若い世代に問題を残さない為に。」
地域福祉を論じるまえに，集落の存続がいかに可能かについて議論すべきだというこの主張は，地域福
祉に地域活性化（地域振興）が先行するということだろうか。地域福祉と地域振興は，あれかこれかで対
立するものだろうか。それとも補い合うものだろうか。あるいは全く関連しないものだろうか。
地域振興が雇用を生み，集落の人口が増え，地域活動の担い手が増えれば，それは地域福祉にとっても
プラスになることは理解できる。しかし地域振興よりもむしろ地域福祉に焦点をおくべきとの主張も見ら
れる。
畑本裕介は「限界集落論の批判的検討～地域振興から地域福祉へ」の論文の中で，集落調査のフィール
ドワークの結果から「集落の崩壊を食い止め，再活性化するべきであるという限界集落論の主張は，自立
的に生活する高齢者の様相を調査した限りで少々違和感がある」（畑本2010：8）と述べ，大きな結論とし
ては，地域活性化よりも地域福祉を充実させることを求めている。「どれだけ外から人を呼び寄せ活性化
できるかではなく，現在の生活状況をどのように維持するのかに的を絞った対策が必要であり，そのため
には「①移動権の確立，②他出家族との連携，③地域内閉鎖の戦略が重要になる」（畑本2010：9）と述べ
ている。最終的に「地域が衰退する現実はそれとして受け止めた上で生活の質を確保する姿勢を鮮明にす
べきであろう。すなわち，地域活性化よりも地域福祉を充実させることである」（畑本2010：9）というの
が彼の結論である。
地域活性化，地域活性化と言いながら，実はそこで生活する人の日々の過ごしやすさに目を向けてきた
のか。もしかしたら，この集落はいずれなくなるかもしれないが，生きている間はできるだけ安心・安全
を保証していこうではないかという考え方もあるだろう。
自治体レベルで考えると，雇用を生み，マクロな施策を展開することを第一とするかもしれない。しか
― 14 ―
地域総合研究　第43巻　第 2号（2016年）
し集落単位で考えるとまずそこに住んでいる人たちの安寧をはかることが第一ではないだろうか。そのた
めには地域福祉の充実は欠かせない。
ただ，地域振興の多くは，地域福祉推進にとっても，貢献できるものが多いのも事実である。かつて，
「地域福祉計画」策定に関して，「福祉で町おこし」がスローガンとして主張されたことがあった。つねに
地域振興は地域福祉を意識し，地域福祉は地域振興を意識しながら，それぞれの連携の中で，地域生活を
高めていくことが求められる。
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滑川校区での第２回ワークショップでの総括的資料
滑川調査結果（2014）―おもなところ
１．後期高齢者（75歳以上）の一人暮らしが多い（32.3％）。
２．若年層は，近所づきあいが薄い。
３．男性の一人暮らしは会話の程度が低い。
４．南大隅町外での生活経験　約７割「他の市町村での生活経験」の意味。
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５．定住意識　9割は，「ぜひいつまでも住みたい」「なるべく住んでいたい」。	 	
できれば移りたいは，若年層の女性と中年層の女性が高い。滑川校区は定住意識が高い。
６．６割程度は，子どもには近く（南大隅）に残ってほしい（高齢層72.5％）。
７．交流の範囲―高齢者は集落内，町内中心，若年層の14.9％は「交流なし」。
８．買い物等の交通手段―後期高齢者男性の６割近くは，自分で運転。	 	
前期高齢者だけだと73.7％であり，後期高齢者でも37.1％となっている。
９．生鮮食料品を買えるお店が500ｍ（歩いて10分程度）にあるのは，17.8％。
10．近くに生鮮食料品を買えるお店がある人はない人より栄養得点が高い。
11．近くにお店がない場合，若年層，中年層の８割以上が「遠方まででかける」高齢者は６割で，高齢者は人に頼む
も24.0％となる。
12．高齢者の外出頻度が少ない（他市に比べ）。
13．他市より栄養得点が低い，また性別では男性の栄養得点が低い。	 	
男女で比較すると，肉類は男性の方が多いが，野菜，大豆，牛乳など女性の方が多くとっている。栄養得点も男
性より女性の方が高い。
14．後期高齢者は約９割が通院している。	 	
医療機関にかかっている人は高齢層では83.1％，前期高齢者72.2％，後期高齢者89.6％となっている。
15．生活環境の中で，生活インフラに関わる項目の評価が低い。	 	
低い評価「体の不自由な方の生活する環境」「買い物などの便」「道路や交通の便」「病院や診療所の利用や整備」
「働く環境」「福祉の施設やサービス」など生活上のインフラの基本的なところの評価が低い。評価の高い項目は，
緑や自然環境，人情や連帯感，公民館や集会場，地域の住み心地である。
16．避難所の認知度６割代。	 	
避難所の認知度は65.4％，特に後期高齢者（55.2％）と若年層（59.6％）の認知度が低い。
17．避難時の手助け―後期高齢者の５割以上は手助けが必要。
18．友人数ゼロは若年層では12.8％。
19．人に対する信頼は，若者層が最も低い。
20．福祉サービスへの遠慮や気兼ね―地域への気兼ねが強い。
21．気兼ね得点―南九州市より高齢者の気兼ねが強い。
22．介護を受けたい場所―高齢者ほど自宅。
23．生活のストレス－中年女性，若年女性に強い。
24．日常生活の心配ごと－収入が少ない，家の老朽化。	 	
共通に多いのは，収入が少ない。また家の老朽化も，年齢層共通（若年層と中年層に特に多い）。金銭管理が苦
手は，高齢者以上に若年層に多い（13.0％）。孤独死不安は中年層が最高（12.9％）。社会の仕組みがわからない
も若年層が最高。
25．趣味や楽しみの男女差－男性「食事・飲食」「スポーツ」「室内娯楽」「スポーツ観戦」，女性「仲間，友人との歓談・
交際」「読書」「室内趣味活動」「買い物」である。
26．「やってほしいこと」―全体的に２割以上の人にやってほしいとしてあがっているのは，「声かけ」23.2％，「ちょっ
とした家の補修」25.1％の２つだが，特に後期高齢者に関してだとそのほか，「話し相手」「買い物支援」「台風の
戸締まり」があがっている。
27．イベント行事―①盆踊り②城趾？についての話し合い③植生や生き物調査④伝言板づくり⑤物々交換市（フリー
マーケット）⑥公共の場の整備（きつねづか公園）⑦自然の交流できる場⑧スポーツ大会（グランドゴルフ，ミ
ニバレー）⑨意識の向上⑩過去の職業能力活かせる場をつくる。⑪餅つき大会⑫誕生日のお祝い（地域放送）⑬
祭⑭気軽に寄れる談話室⑮子どもと高齢者の交流活動（世代間交流，高齢者と働く人の交流時間の調整）⑯身近
な集落での活動⑰カラオケ⑱歌踊りの発表会⑲会食・飲み会⑳イベントなど増やしてほしくない。
28．４つの社会活動（老人クラブ，いきいきサロン，自治会活動，ボランティア活動）	 	
老人クラブ活動は60歳から可能であるが，中年層（60歳から64歳）では，ほとんどいない。前期高齢者，後期高
齢者になって2割弱の参加となる。いきいきサロンも同様の傾向だが，老人クラブよりもやや低い。自治会活動
は，前期高齢者の参加が多く，これについで，中年層である。後期高齢者でも４割程度の参加がある。ボランティ
ア活動に関しては，前期高齢者層が一番多いが，いずれにしても２割以下である。
29．老人クラブとふれあいサロンは女性，自治会とボランティアは男性。
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〈報告書のふりかえりアンケート〉2015
１．昨年６月に行いました，本報告のもとになったアンケート調査には，回答されましたか。	 	
有効％でみると78.0％（195）は，「回答した」と答えている。
２．報告書について，地域のほかの住民の方とお話になりましたか。	 	
32.4％（83）の方は「話した」と答えている。
３．報告書は，地域や集落を見直すきっかけになったでしょうか。	 	
「地域を見直すきっかけになったか」では69.4％（170）が「なった」と答えている。
４．報告書を読んで，これからの集落について考えるようになりましたか。	 	
「報告書を読んでこれからの集落について考えるようになりましたか」の問いでは74.6%（182）は「なった」と
答えている。
〈その他の感想〉
１．アンケートについて
（１）自分で書けない人への配慮
〇アンケートは元気で書ける人が記入するので夫婦二人暮らしの場合，介護される方の意見が書けない。
（２）アンケートに協力している（筆をとるのが好き）
〇アンケート調査には協力している私です。筆をとるのが好きで毎晩日記もつけております。これからもよろしく
お願い致します。
２．報告書について
（１）わかりにくい―字の大きさ等
〇報告書がわかりにくい。
〇報告書の事の大きさを大きく書いてほしいこと。
〇報告書作り大変な仕事だったことでしょう。本当にお疲れ間でした。欲を言うと年配での多いので目も弱ってい
るので，もう少し大きな字の方が易いのじゃないと思いました。本当にお疲れ様でした。ありがとうございまし
た。
（２）今後どうなるのか―分析がない
〇この聞き取りで何がどうなるのか，いまいち分からない。
〇結果は書いてあるが考察がない。分析がない。→今後あるのですか？　専門家からみた考察があれば理想的であ
り，参考にもなるかとは思いました。
〇紙面上の結果で今後を計画するのではなく，実際に各地区に年単位で住み，実体験しての報告書もあるべきでは
ないでしょうか？　データも多すぎて結果的にこのアンケートで何がしたいのか言いたいのか今ひとつ理解でき
ません。この資料はただ単に集めたアンケートをまとめただけのもので，こうして各家庭に配布するにはまだ未
完成でお金のムダです！　もう少しちゃんと伝えたい事やりたい事を配布される側にもわかりやすくまとめてか
ら配布すべきです！！
（３）今後の参考にしたい。
〇推進調査から報告書の作成までたいへんなご苦労があったと察します。だろうなあと思ってた事柄があるなかに
意外だと思われた数字があったりしていろいろと参考になるかと思います。読むのに少し苦労はしましたが（笑）
大学に皆様にはありがとうございました。
〇地域調査の結果を今後の参考にしたいと思います。
（４）間違いの指摘
〇 P50～51，P69～90の自治会名（大竹野上）が間違っている。大竹野下と記されている。
〇誤字がいくつかあった。
３．空き家問題・若者がいない
〇空家のことで，私たちのところも高齢者層が多く若い人がいない。また若者の動くところがなく南大隅町から離
れていく。そうゆうところをなんとかしてほしい。
〇若者が少ない。子どもが少ない。なぜか？　子どもが学校を卒業したらほとんど都会に出ていく。地元に仕事が
ない。生活できる環境がない。その辺を改善してほしい。地元にはたくさんのいい所があると思うから。
― 17 ―
過疎地域の地域福祉計画はいかにあるべきか
〇農家ですが若い人子どもたちが少ないのが淋しいです。
４．将来・未来に対しての不安
〇10年～未来が見えてこない。不安がある（人口の減少等）。
〇この報告書にて10年後の集落のことを考えました。この地で生活できないかも？という不安が増しました。（自
分で運転できなくなったら，生活すべてが不便になるから）
〇今後の生活環境がどう変わるか気がかりである。
〇高齢者が多いので近い将来，介護する立場に直面することがとても不安である。そのために今回の調査が早く活
用されることを願います。
５．住民の工夫と努力の必要性
〇この報告書をもとにこれからの高齢化に役立ち住みよい町になったらと思います。もちろん高齢者の方や住民が
自分で工夫と努力も必要かなと思いました。
６．リーダー養成の必要性
〇これだけの高齢者，一人暮らしが多くなり各自治会が，今後どのように取り組むべきかを各自治会が，話し合い
を持ち一番いい方向を模索していくべきだと思うが，リーダー各になる人を養成していくべきだと思う。（大学
に報告会の企画もいいと思う）
７．家族の考え方の確認のきっかけ
〇家族の考え方を確認するきっかけでした。良くも悪くも。
８．通信環境の悪さ
〇この地区は非常に通信環境が悪いです。光回線の方はどうなっているのですか？ 入る予定あるのか，ないのか，
はっきりして下さい。
９．もっと研究してもらいたい
〇もっと研究を1つもらって地域を見直すきっかけになるといいと思います。
10．これから先の人生を楽しんでいきたい
〇嫁いで十年程。住んでみると意外とイベントやら多く地域の方々の交流も多い地域だと思います。地域が元気が
あって欲しいという思いもありますが，子育て世代なのであまりイベント増えても参加が難しいという思いもあ
ります。これから先の人生を過ごす場所なのでぼちぼち楽しんでいきたいです。
11．交通の便が悪い
〇大竹野上は高齢者が多く地域の交流もなくて，子育てが終わった人が多くて相談もしても，終わったから分から
ないと返事があって参考にならない。あとバスも今はスクールバスしか通らず，バスの時間によっては乗合を利
用しないといけないので不便を感じる。
12．高齢者のライフスタイルを意識する
〇高齢者だらけなので若年齢の家族から見ると生活時間が違うし，私たちの意見や考え方も取り入れてほしい所が
ある。あと，買物は週2回バスなどで連れて行く方法なども考えてほしい。500ｍ内に店もない所に住んでいます
ので。よろしくお願いします。
13．地域住民の気兼ねの多さに驚いたが，定住意識が高く安心
〇地域の人に頼み事をするのに気兼ねや遠慮があるというが多いのに驚いた。買物等をしたりするのにすごく不便
なんだということやいろんなことに皆心配しているのだなとつくづく思う。でも，滑川地区の人達は定住意識が
他の自治体と比較して滑川地区に住みたいと思っている人達が多いということにはすごくうれしく思い安心した
ところもある。
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14．近くお店がなくても自給率を上げたり，住民で補いあうこともある
〇必ずしも生鮮食糧のお店が近くにないということが不便なので困るとはいえず，その分，自給率を高めていった
り，地域で衣食住の事など，補い合ったりできれば心配事も減りますね。地域内でのコミュニケーションを増や
し，お互いを尊重しつつ一歩ずつでも近づけたら幸いです。たくさんの地域のアンケート，分かりやすくてよ
かったです。ありがとうございました。これからも皆さんと共に成長してゆける地域であると嬉しいです。
